
平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 回
② 回
③ 回
① 人
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

内部管理

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 本会議・委員会等運営事業

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

基本事業名 ２-１　広報の充実

事  業  期　間

議会事務局議事課

予 算 事 業 名 市議会委員会運営費 係　   　名 議事調査係

担
当
部
署

課       名

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号

予
算
科
目

会　   　計 一般

共通目標１　誰もが主役のまちづくり 款

開始年度 昭和29年度 終了年度

0765-23-1041

施  策  名 ２　市政に関する情報の共有 目 議会費

議会費

１　市民自治の確立 項 議会費

当面継続

市民協働の状況 協働している

２
事
業
概
要

事 業 概 要
市議会定例会、臨時会、各委員会等の開催及び会議録の作成並びに議案、請願・陳情等の処理等議会運営全般の事務
を行う。

対　   　象 市議会議員

手       段
（活動指標）

定例会（６月、９月、12月、３月）、臨時会（５月）、各委員会等の開催や行政視察の準備及び会議録の作成

意       図
（成果指標）

開かれた議会をめざして、議会や議員の活動を市民に情報公開するとともに、広く市民の声を聴き、議員間の活発な
議論を通じて政策形成や議会運営に反映させていく。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績

活
動
指
標

定例会及び臨時会開催数 5 6

その他会議等開催数
常任委員会・特別委員会開催数

60

計画 実績 達成率 計画
5 100.0% 5

30
5

45 140.6%
50 64 60 68 113.3%
22 33 32

成
果
指
標

本会議にて質問・討論等を行った議員数（のべ） 52 57 56 107.7% 5552

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

①需用費 375,000

25年度 26年度
予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

4,646,000
362,441

3,103,619 3,391,428 3,359,948 8.3%
③工事請負費

-42.0% 335,000
②委託料 3,106,000

243,000 210,094

3,682,095 5,016,832 3,978,480 8.0%
④負担金補助及び交付金

5,192,000
支出合計（Ａ） 8,894,000 7,148,155 8,651,260 7,548,522 5.6% 10,173,000
⑤その他 5,413,000

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債

⑤一般財源

②県支出金

④その他（使用料、雑入等）
10,173,000
10,173,000

3 0.0% 3

5.6%8,894,000 7,148,155 8,651,260 7,548,522
5.6%

②年間所要時間

10,920,000 10,080,000 9,660,000

①事務事業に携わる正規職員数 3

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ）

-11.5%

10,080,000

2,300

-4.8%

3
収入合計 8,894,000 7,148,155 8,651,260 7,548,522

議会改革の中間答申を踏まえ、下記のとおり実施した。
１．「全員協議会」「議員協議会」を正規の議会活動として会議規則に定め、別途運営規程を設けた。
２．予算については、従来の常任委員会分割付託方式を廃止し、予算特別委員会を設置し集中審議した。
３．本会議における代表・個別質問のありかたについても、再質問の方法、当局答弁の順序、所属委員会との関係について見直し
た。
４．議案に対する賛否を議会だよりやホームページで公開した。

19,833,000

人
件
費

2,400 2,600 2,400

18,068,155

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

2,300

3

-11.5% 9,660,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 18,974,000 17,208,52218,731,260

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性 Ｂ

効  率  性 Ｂ

評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

３ あり
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性

対象の妥当性 ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない１ 妥当である

上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり

１ 高い ２ 普通 ３ 低い

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

コスト効率

１次評価
（課長総括） Ｂ 事業の進め方・内容について改善の

余地あり
２次評価 不要 　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

適正かつ効率的な議会運営の支援に努める。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 会派
②
③
① 会派
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

内部管理

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 政務活動費関係事務

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

基本事業名 ２-１　広報の充実

事  業  期　間

議会事務局議事課

予 算 事 業 名 市議会委員会運営費 係　   　名 議事調査係

担
当
部
署

課       名

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号

予
算
科
目

会　   　計 一般

共通目標１　誰もが主役のまちづくり 款

開始年度 平成13年度 終了年度

0765-23-1041

施  策  名 ２　市政に関する情報の共有 目 議会費

議会費

１　市民自治の確立 項 議会費

当面継続

市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要 地方自治法第100条第14項及び第15項に基づき、議会における会派に対し、政務活動費を交付する。

対　   　象 各会派

手       段
（活動指標）

議員１人当たり月30,000円の政務活動費を各会派に交付する。

意       図
（成果指標）

議員の政務活動・調査の推進を図る。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績

活
動
指
標

政務活動費を交付した会派数 7 7
計画 実績 達成率 計画

8 100.0% 88

成
果
指
標

適正な収支報告書を提出した会派数 7 7 8 100.0% 88

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

①需用費

25年度 26年度
予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

6,120,000
③工事請負費
②委託料

④負担金補助及び交付金 6,480,000 5,958,507 6,480,000 6,158,922 3.4%

支出合計（Ａ） 6,480,000 5,958,507 6,480,000 6,158,922 3.4% 6,120,000
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債

⑤一般財源

②県支出金

④その他（使用料、雑入等）
6,120,000
6,120,000

1 0.0% 1

3.4%6,480,000 5,958,507 6,480,000 6,158,922
3.4%

②年間所要時間

1,260,000 1,260,000 840,000

①事務事業に携わる正規職員数 1

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ）

-33.3%

1,260,000

200

-3.0%

1
収入合計 6,480,000 5,958,507 6,480,000 6,158,922

議会改革の中間答申を踏まえ、その収支を議会だよりやホームページで公開した。

7,380,000

人
件
費

300 300 300

7,218,507

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

300

1

-33.3% 1,260,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 7,740,000 6,998,9227,740,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性 Ｂ

効  率  性 Ｂ

評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

３ あり
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性

対象の妥当性 ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない１ 妥当である

上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり

１ 高い ２ 普通 ３ 低い

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

コスト効率

１次評価
（課長総括） Ｂ 事業の進め方・内容について改善の

余地あり
２次評価 不要 　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

政務調査費が政務活動費に変わり、新たな指針を作成し、より一
層の透明性が求められる。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
② 円
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

内部管理

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 議長秘書事務

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

基本事業名 ２-１　広報の充実

事  業  期　間

議会事務局議事課

予 算 事 業 名 議会一般管理費 係　   　名 庶務係

担
当
部
署

課       名

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号

予
算
科
目

会　   　計 一般

共通目標１　誰もが主役のまちづくり 款

開始年度 昭和27年 終了年度

0765-23-1041

施  策  名 ２　市政に関する情報の共有 目 議会費

議会費

１　市民自治の確立 項 議会費

当面継続

市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
市議会を代表する議長（副議長）が円滑に公務を遂行できるよう、議長（副議長）の日程調整、議長交際費の管理を
行う。

対　   　象 議長、副議長

手       段
（活動指標）

議長（副議長）の日程調整、議長交際費の支払い

意       図
（成果指標）

議長（副議長）が円滑に議長用務を遂行できる。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績

活
動
指
標

議長交際費支出件数 90 104
議長交際費支出額

計画 実績 達成率 計画
102 102.0% 100

1,500,000
100

1,307,202 87.1%1,600,000 1,315,205 1,500,000

成
果
指
標

議長交際費の執行率（執行額/予算額） 90 82 82 91.1% 9090

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

①需用費

25年度 26年度
予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

③工事請負費
②委託料

1,315,205 1,600,000 1,307,202 -0.6%
④負担金補助及び交付金

1,600,000
支出合計（Ａ） 1,600,000 1,315,205 1,600,000 1,307,202 -0.6% 1,600,000
⑤その他 1,600,000

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債

⑤一般財源

②県支出金

④その他（使用料、雑入等）
1,600,000
1,600,000

2 0.0% 2

-0.6%1,600,000 1,315,205 1,600,000 1,307,202
-0.6%

②年間所要時間

9,677,800 9,240,000 9,240,000

①事務事業に携わる正規職員数 2

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ）

0.0%

9,539,200

2,200

-4.1%

2
収入合計 1,600,000 1,315,205 1,600,000 1,307,202

従来と変更はない

10,840,000

人
件
費

2,200 2,200 2,200

10,993,005

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

2,200

2

-4.5% 9,240,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 11,139,200 10,547,20210,840,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性 Ｃ

効  率  性 Ｃ

評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

３ あり
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性

対象の妥当性 ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない１ 妥当である

上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり

１ 高い ２ 普通 ３ 低い

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

コスト効率

１次評価
（課長総括） Ｂ 事業の進め方・内容について改善の

余地あり
２次評価 不要 　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

議会を代表する議長が、各種団体や関係者と情報交換し、市政に
反映することは重要であると考えられる。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 回
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

内部管理

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 議長会関連事業

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

基本事業名 ２-１　広報の充実

事  業  期　間

議会事務局議事課

予 算 事 業 名 議長会運営費 係　   　名 庶務係

担
当
部
署

課       名

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号

予
算
科
目

会　   　計 一般

共通目標１　誰もが主役のまちづくり 款

開始年度 昭和29年度 終了年度

0765-23-1041

施  策  名 ２　市政に関する情報の共有 目 議会費

議会費

１　市民自治の確立 項 議会費

当面継続

市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
議会における相互の情報交換のため関係されている全国市議会議長会、北信越市議会議長会、富山県市議会議長会等
への負担金支出及び各種会議への出席

対　   　象 全国市議会議長会等

手       段
（活動指標）

負担金の支出、会議への出席及び提出物の取りまとめ

意       図
（成果指標）

全国、ブロック、県内の市議会議員との協議や意見交換を経て、団体としての要望活動を等を行い、よりよい施策に
つなげる。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績

活
動
指
標

会議出席回数 10 11
計画 実績 達成率 計画

19 172.7% 1111

成
果
指
標

会議出席率 100 100 95 95.0% 100100

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

①需用費

25年度 26年度
予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

1,447,000
③工事請負費
②委託料

382,040 708,000 646,720 69.3%
④負担金補助及び交付金 1,463,000 1,463,000 1,457,000 1,420,000 -2.9%

466,000
支出合計（Ａ） 2,088,000 1,845,040 2,165,000 2,066,720 12.0% 1,913,000
⑤その他 625,000

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債

⑤一般財源

②県支出金

④その他（使用料、雑入等）
1,913,000
1,913,000

1 0.0% 1

10.4%2,088,000 1,818,040 2,165,000 2,006,720
10.4%

②年間所要時間

420,000 420,000 840,000

①事務事業に携わる正規職員数 1

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ）

100.0%

420,000

200

28.3%

1
収入合計 2,088,000 1,818,040 2,165,000 2,006,720

当市議長が全国市議会議長会の地方財政委員長に就任したため、総務大臣への要望活動など中央活動が大幅に増加した。

2,753,000

人
件
費

100 100 100

2,265,040

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

200

1

100.0% 840,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 2,508,000 2,906,7202,585,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性 Ａ

効  率  性 Ａ

評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

３ あり
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性

対象の妥当性 ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない１ 妥当である

上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり

１ 高い ２ 普通 ３ 低い

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

コスト効率

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

他市議会との意見交換、交流及び国への要望等を通して共通目標
等について研究し、市政発展に寄与することは必要である。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 回
② 世帯
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 議会だより発行事業

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

基本事業名 ２-１　広報の充実

事  業  期　間

議会事務局議事課

予 算 事 業 名 市議会委員会運営費 係　   　名 議事調査係

担
当
部
署

課       名

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号

予
算
科
目

会　   　計 一般

共通目標１　誰もが主役のまちづくり 款

開始年度 昭和47年 終了年度

0765-23-1041

施  策  名 ２　市政に関する情報の共有 目 議会費

議会費

１　市民自治の確立 項 議会費

当面継続

市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要 議会だよりを発行し、議会に関する情報提供を行う。

対　   　象 市民

手       段
（活動指標）

議会だよりを年４回発行し、市内の各世帯に配布する。

意       図
（成果指標）

地方分権の推進により、地方議会においても情報公開の必要性がますます高まっており、議会の情報を市民に提供す
る重要な役割を果たしている。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績

活
動
指
標

議会だより発行回数 4 4
議会だより配布世帯数

計画 実績 達成率 計画
4 100.0% 4

15,600
4

15,600 100.0%15,600 15,600 15,600

成
果
指
標

世帯配布率（議会だより配布世帯数／全世帯数） 94 94 93 98.9% 9394

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

①需用費 2,397,000

25年度 26年度
予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

2,185,092

③工事請負費

4.3% 2,346,000
②委託料

2,516,000 2,280,096

④負担金補助及び交付金

支出合計（Ａ） 2,397,000 2,185,092 2,516,000 2,280,096 4.3% 2,346,000
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債

⑤一般財源

②県支出金

④その他（使用料、雑入等）
2,346,000
2,346,000

1 0.0% 1

4.3%2,397,000 2,185,092 2,516,000 2,280,096
4.3%

②年間所要時間

2,520,000 2,520,000 2,520,000

①事務事業に携わる正規職員数 1

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ）

0.0%

2,520,000

600

2.0%

1
収入合計 2,397,000 2,185,092 2,516,000 2,280,096

代表・個別質問のページで、質問事項の見出し及び他の質問事項をすべて掲載することにし、議会だよりの見やすさ・分かりやすさ
を追求した。

4,866,000

人
件
費

600 600 600

4,705,092

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

600

1

0.0% 2,520,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 4,917,000 4,800,0965,036,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性 Ｃ

効  率  性 Ｃ

評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

３ あり
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性

対象の妥当性 ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない１ 妥当である

上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり

１ 高い ２ 普通 ３ 低い

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

コスト効率

１次評価
（課長総括） Ｂ 事業の進め方・内容について改善の

余地あり
２次評価 不要 　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

市民が議会活動を知る有効な手段であり、今後も必要である。市
民に関心を持ってもらえる紙面づくりが必要である。

評
価
結
果


